
電気事業法第３４条第１項の規定に基づく必要な情報の提供の求めに関

する考え方（案） 

  

 

第１ 基本的な考え方 

 

１．経済産業大臣による情報の提供の求め 

 

（１）経済産業大臣は、強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図る

ための電気事業法等の一部を改正する法律（令和２年法律第   

号。以下「改正法」という。）第１条の規定による改正後の電気事業法

（昭和３９年法律第１７０号）第３４条第１項の規定に基づき、「必要

な情報を提供することを求める」際は、「包括要請」又は「個別要請」

により行うものとする。 

 

（２）「包括要請」とは、改正法の施行後、速やかに、経済産業大臣が一

般送配電事業者に対して行う要請をいう。 

 

（３）「個別要請」とは、災害等の発生の状況に照らし、必要に応じ、経

済産業大臣が一般送配電事業者に対して行う要請をいう。 

 

２．一般送配電事業者による情報の提供 

（１）一般送配電事業者は、電気事業法第３４条の規定、「電気事業法に

基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」（平成１２・０５・２９

資第１６号）及び本考え方に基づき必要な情報を提供するものとす

る。 

 

（２）一般送配電事業者は、関係行政機関又は地方公共団体（以下「関

係行政機関等」という。）の長に提供する情報について、個人情報が含

まれる場合には、その事実を当該関係行政機関等の長に対し明記した

上で、提供するものとする。 

 

資料４－２ 



 

 

（３）一般送配電事業者は、関係行政機関等において、下記３．（２）の

取扱いが適切に行われないおそれがあると認めるときその他情報の提

供に際して判断に疑義が生じるときは、資源エネルギー庁に相談する

ものとする。 

 

３．関係行政機関等による情報の利用 

（１）関係行政機関等は、「電気の安定供給の確保に支障が生ずることに

より、国民の生命、身体又は財産に重大な被害が生じ、又は生ずるお

それがある緊急の事態への対処又は当該事態の発生の防止のため」、一

般送配電事業者が保有する情報の提供を受けようとするときは、本考

え方に基づき、必要な情報の提供を要請するものとする。 

 

（２）上記（１）により提供を受けた情報に個人情報が含まれる場合に

は、関係行政機関の長は、行政機関の保有する個人情報の保護に関す

る法律（平成１５年法律第５８号）の規定に基づき、また、地方公共

団体の長は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号）の趣旨に則り策定する条例の規定に基づき、提供を受けた情報に

ついて適切に取り扱うものとする。 

  具体的には、 

  ・利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱わない

こと 

  ・情報を利用する必要がなくなったときは、遅滞なく消去又は廃棄

等の適切な方法で処理すること 

  ・個人情報取扱責任者を置くなど安全管理措置を講ずること 

など、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律、個人情報の

保護に関する法律の趣旨に則り策定する条例及びこれらの趣旨に則り

適切に取り扱うものとする。 

 

第２ 「国民の生命、身体又は財産に重大な被害が生じ、又は生ずるお

それがある緊急の事態への対処」のため必要があると認める場合にお

ける情報提供の考え方 

 



 

 

１．包括要請について 

（１）一般送配電事業者が関係行政機関等の長に提供する情報は、①配

電線地図、②通電情報（注）及び③復旧工事計画とする。 

 （注）スマートメーターの応答情報から通電又は停電と推定される情

報。以下同じ。 

 

（２）関係行政機関等の長は、「国民の生命、身体又は財産に重大な被害

が生じ、又は生ずるおそれがある緊急の事態への対処」のため、一般

送配電事業者に対し、上記（１）①から③までの情報の提供を求める

必要があるときは、書面により（ただし、緊急を要する場合は、この

限りではない。）、一般送配電事業者に対し、情報提供を求めるものと

する。 

 

（３）一般送配電事業者は、正当な理由がない限り、上記（２）の求め

に係る情報について、速やかに、関係行政機関等の長に対し、提供す

るものとする。 

 

２．個別要請について 

 

（１）関係行政機関等の長は、国民の生命、身体又は財産に重大な被害

が生じる緊急の事態への対処のため、一般送配電事業者に対して１．

（１）①から③まで以外の情報の提供を求める必要があるとき又は包

括要請に基づき１．（１）①から③までの情報が提供されなかったとき

は、書面により（ただし、緊急を要する場合はこの限りでない。）、経

済産業大臣に対して求めるものとする。 

 

（２）経済産業大臣は、提供の求めのあった情報が、国民の生命、身体

又は財産に重大な被害が生じ、又は生ずるおそれがある緊急の事態へ

の対処のため必要があると認める場合には、一般送配電事業者に対

し、当該情報の提供を求めるものとする。 

 

（３）一般送配電事業者は、上記（２）の求めがある場合、正当な理由



 

 

がない限り、速やかに、その求めに応じなければならない。 

 

第３ 「国民の生命、身体又は財産に重大な被害が生ずるおそれがある

緊急の事態」の「発生の防止のため必要があると認める場合」におけ

る情報提供の考え方 

 

１．包括要請について 

 

（１）一般送配電事業者が関係行政機関等の長に提供する情報は、配電

線地図とする。 

 

（２）関係行政機関等の長は、「国民の生命、身体又は財産に重大な被害

が生ずるおそれがある緊急の事態」の「発生の防止のため」、一般送配

電事業者に対し、上記（１）の情報の提供を求める必要があるとき

は、その利用目的を具体的に明記の上、書面により、一般送配電事業

者に対し、情報提供を求めるものとする。 

 

（３）一般送配電事業者は、正当な理由がない限り、上記（２）の求め

に係る情報について、速やかに、関係行政機関等の長に対し、提供す

るものとする。 

 

２．個別要請について 

 

（１）関係行政機関等の長は、「国民の生命、身体又は財産に重大な被害

が生ずるおそれがある緊急の事態」の「発生の防止のため」、上記１．

（１）以外の情報の提供を一般送配電事業者に対して求める必要があ

るとき又は包括要請に基づき１．（１）の情報が提供されなかった場合

であって当該情報の提供を求める必要があるときは、その利用目的を

具体的に明記の上、書面により、経済産業大臣に対して求めるものと

する。 

 

（２）経済産業大臣は、提供の求めのあった情報が、国民の生命、身体



 

 

又は財産に重大な被害が生ずるおそれがある緊急の事態の発生の防止

のため必要があると認める場合には、一般送配電事業者に対し、当該

情報の提供を求めるものとする。 

 

（３）一般送配電事業者は、上記（２）の求めがある場合、正当な理由

がない限り、速やかに、その求めに応じなければならない。 


